
事 業 概 況 （令和６年４月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年４月末現在における保険給付支払総額は 830 億円で、前年同期に比べて

3.8％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 514億円で 61.9％と最も大きく、次いで療養補償給付

が 202億円で 24.4％を占めている。以下、休業補償給付が 9.5％、障害補償一時金が 2.4％、介護補償給付が 0.8％、遺族

補償一時金が 0.7％、二次健康診断等給付が 0.2％、葬祭料が 0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 12.3％増、障害補償一時金が 6.0％

増となっているのに対し、葬祭料が 12.2％減、療養補償給付が 8.9％減、遺族補償一時金 7.2％減、介護補償給付が 6.3％

減、休業補償給付が 3.5％減、年金等給付が 1.9％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 256億円で 30.8％、「建設事業」が 236億円で 28.5％、

「製造業」が 201億円で 24.2％となっている。以下、「運輸業」が 11.2％、「鉱業」が 2.9％、「林業」が 1.5％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 7.1％増、「漁業」が 4.9％増、「電気、

ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.6％増となっているのに対し、「鉱業」が 8.6％減、「林業」が 5.8％減、「その他の事

業」が 4.3％減、「製造業」が 4.0％減、「建設事業」が 3.8％減、「運輸業」が 0.7％減となっている。（第２表） 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 86,228,546 100.0 0.8 △    82,978,400 100.0 3.8 △    

療 養 補 償 給 付 22,215,127 25.8 2.3 20,231,579 24.4 8.9 △    

休 業 補 償 給 付 8,130,946 9.4 9.9 △    7,847,930 9.5 3.5 △    

障 害 補 償 一 時 金 1,878,005 2.2 19.2 1,991,424 2.4 6.0

遺 族 補 償 一 時 金 640,815 0.7 21.0 594,968 0.7 7.2 △    

葬 祭 料 127,069 0.1 3.1 △    111,607 0.1 12.2 △   

介 護 補 償 給 付 743,856 0.9 2.3 697,157 0.8 6.3 △    

年 金 等 給 付 52,380,288 60.7 1.4 △    51,377,482 61.9 1.9 △    

二 次健 康診 断等 給付 112,441 0.1 10.0 △   126,255 0.2 12.3

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年4月末 令和6年度　6年4月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 291億円で 56.6％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 200億円で 38.9％、傷病補償年金が 23億円で 4.6％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 167 億円で 32.5％、「製造業」が 144 億円で 28.0％、

「その他の事業」が 112億円で 21.8％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 86,228,546 100.0 0.8 △    82,978,400 100.0 3.8 △    

林 業 1,312,155 1.5 2.6 △    1,236,002 1.5 5.8 △    

漁 業 244,601 0.3 9.1 △    256,469 0.3 4.9

鉱 業 2,611,991 3.0 5.3 △    2,388,556 2.9 8.6 △    

建 設 事 業 24,542,211 28.5 1.8 △    23,616,607 28.5 3.8 △    

製 造 業 20,918,166 24.3 0.2 △    20,072,548 24.2 4.0 △    

運 輸 業 9,341,102 10.8 3.1 △    9,280,188 11.2 0.7 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
210,364 0.2 1.9 211,584 0.3 0.6

そ の 他 の 事 業 26,741,873 31.0 1.4 25,588,528 30.8 4.3 △    

船 舶 所 有 者 の 事 業 306,083 0.4 16.7 △   327,918 0.4 7.1

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年4月末 令和6年度　6年4月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和6年度　6年4月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 19,966,143 29,068,799 2,342,540 51,377,482 100.0

林 業 240,923 563,165 26,045 830,133 1.6

漁 業 48,962 153,953 2,670 205,585 0.4

鉱 業 187,462 1,528,317 203,965 1,919,743 3.7

建 設 事 業 5,250,798 10,592,643 874,835 16,718,275 32.5

製 造 業 7,081,253 6,895,266 426,855 14,403,374 28.0

運 輸 業 2,240,887 3,315,803 234,053 5,790,743 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
32,201 96,627 5,559 134,387 0.3

そ の 他 の 事 業 4,836,138 5,804,948 565,145 11,206,231 21.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 47,520 118,076 3,412 169,008 0.3

構 成 比 38.9% 56.6% 4.6% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



 

保 険 料 

 

  令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年４月末現在における保険料徴収決定済額は 377億円で、前年同期に比べて

6.4％増となっている。保険料収納済額は 31 億円で、前年同期に比べて 9.6％増となっている。また、収納率についてみ

ると 8.1％となっており、前年同期に比べて 0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 313億円で 82.9％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が 33 億円で 8.7％、「製造業」が 13 億円で 3.5％を占めている。以下、「運輸業」が 3.4％、「林業」及び「船舶所有

者の事業」がそれぞれ 0.5％、「鉱業」が 0.2％、「漁業」が 0.1％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.0％となっ

ている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

　業　種 5年4月末 6年4月末 5年4月末 6年4月末 5年4月末 6年4月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 35,450,188 37,730,774 100.0 6.4 2,801,931 3,071,010 100.0 9.6 7.9 8.1

林 業 165,307 190,625 0.5 15.3 36,220 37,745 1.2 4.2 21.9 19.8

漁 業 50,192 33,577 0.1 33.1 △  580 1,014 0.0 74.8 1.2 3.0

鉱 業 82,305 83,533 0.2 1.5 275 637 0.0 131.6 0.3 0.8

建 設 事 業 29,536,011 31,294,122 82.9 6.0 2,614,278 2,841,311 92.5 8.7 8.9 9.1

製 造 業 1,205,889 1,327,842 3.5 10.1 32,505 23,026 0.7 29.2 △  2.7 1.7

運 輸 業 1,173,857 1,290,702 3.4 10.0 11,614 43,673 1.4 276.0 1.0 3.4

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
510 6,741 0.0 1,221.8 6 13 0.0 116.7 1.2 0.2

そ の 他 の 事 業 3,037,772 3,296,439 8.7 8.5 103,401 116,880 3.8 13.0 3.4 3.5

船舶所有者の 事業 198,346 207,193 0.5 4.5 3,051 6,711 0.2 120.0 1.5 3.2

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


